
証券コード 6823
平成24年６月８日

株 主 各 位
東京都国分寺市東元町三丁目20番41号

代表取締役社長 井 上 清 恆

第91期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第91期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月25日（月曜日）午後５時まで
に到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成24年６月26日（火曜日）午前10時
2. 場 所 東京都国分寺市東元町三丁目20番41号

リオン株式会社 本社大会議室
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第91期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事
業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第91期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。

◎ 当日は節電のため、冷房の温度を控え目に設定させていただきますので、軽装で
のご出席をお願い申し上げます。

◎ 本通知の添付書類及び株主総会参考書類に修正すべき事情が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.rion.co.jp）において、
修正後の事項を掲載させていただきます。
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
　当社は、平成23年12月26日をもちまして、東京証券取引所市場第一部銘柄に指
定されました。これもひとえに、株主の皆様をはじめ、お力添えいただきました多
くの皆様のご支援の賜物と、心より感謝申し上げます。
　このたびの市場第一部銘柄指定を新たなスタートとし、皆様をはじめ、広く社会
のご期待とご信頼に応えるべく、「すべての行動を通して人へ社会へ世界へ貢献す
る」という企業理念のもと、更なる業容の拡大と企業価値の向上に努めてまいりま
す。

　(1) 事業の経過及びその成果
　全般的概況
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災からの回復途上にあり、
さらに欧州財政危機や歴史的な円高、中国経済の減速などにより、不透明な状況の
中で推移しました。また、震災による原発事故の影響により、あらためてエネルギ
ー問題に直面することとなりました。
　このような経済環境のもと、当社グループの業績につきましては、半導体関連産
業における設備投資意欲の減退等から環境機器事業の販売が減少しましたが、一方
で、医療機器事業においてオージオメータ等の買替え促進に向けた販売活動が功を
奏したことなどから、売上高は166億3,480万円（前期比0.3％減）とほぼ前期並み
を確保することができました。
　また、利益面におきましても、補聴器のテレビＣＭ等、広告宣伝費の積極的な投
入がありましたものの、営業利益は13億925万円（前期比2.2％減）、経常利益は
12億9,207万円（前期比0.9％減）とほぼ前期並みを確保いたしました。当期純利
益につきましては、震災復興支援等に係る費用を特別損失に計上したほか、主とし
て法人税法等の改正による繰延税金資産の取崩しにより５億6,196万円（前期比
27.7％減）と大幅な減少となりましたが、いずれも一過性の要因によるものであり
ます。
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　企業集団の部門別概況
　[医療機器事業］
　補聴器では、原価低減設計を行った新製品として平成23年８月にリオネットロゼ
Ⅱを、平成24年２月にリオネットエリオシリーズを発売し普及価格帯のラインナッ
プを充実させたほか、全国ネットでテレビＣＭを放映し、リオネット補聴器の知名
度向上に努めました。しかしながら、震災の影響により消費マインドが冷え込んだ
ことから、平均単価の低下と相まって、売上高は低調に推移しました。一方、医用
検査機器では、主力製品であるオージオメータや聴力検査室が旺盛な買替え需要に
支えられたことに加え、新規開業医への販売が好調に推移いたしました。さらに、
乳幼児の聴力障害を早期に発見するための耳音響放射検査装置等の販売が増加した
こともあり、大幅に売上高を伸ばすことができました。

　医療機器事業の売上高は102億867万円（前期比1.3％増）、営業利益は９億
7,200万円（前期比7.8％増）と増収増益となりました。

　[環境機器事業］
　音響・振動計測器では、海外においては円高等の影響により販売が伸び悩み、国
内においては不透明な経済環境により設備投資意欲が減退する中で、使い易さを追
求した新型騒音計を新たに投入いたしました。また、期末にかけて航空機騒音監視
装置等の高額案件を受注した結果、ほぼ前期並みの売上高となりました。微粒子計
測器では、医薬関連市場において液中微粒子計の販売が堅調に推移したほか、ハン
ドヘルドタイプの新型気中微粒子計を発売し拡販に努めました。しかしながら、円
高等の影響や半導体関連市場での設備投資が低調であったため販売が伸び悩みまし
た。

　環境機器事業の売上高は64億2,612万円（前期比2.8％減）、営業利益は３億
3,724万円（前期比22.7％減）と減収減益となりました。
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　 ① 企業集団の販売の状況の推移は、次のとおりであります。
(単位：千円)

期 別

事 業

第 88 期
平成21年３月期

第 89 期
平成22年３月期

第 90 期
平成23年３月期

第 91 期
平成24年３月期
(当連結会計年度)

医 療 機 器 事 業 10,526,942 9,993,013 10,080,064 10,208,677

環 境 機 器 事 業 6,550,159 6,107,864 6,611,884 6,426,127

合 計 17,077,101 16,100,878 16,691,948 16,634,804

　 ② 当社の販売の状況の推移は、次のとおりであります。
(単位：千円)

期 別

事 業

第 88 期
平成21年３月期

第 89 期
平成22年３月期

第 90 期
平成23年３月期

第 91 期
平成24年３月期
(当事業年度)

医 療 機 器 事 業 8,868,281 8,319,720 8,344,844 8,423,766

環 境 機 器 事 業 5,170,435 4,665,455 5,123,907 4,924,451

合 計 14,038,716 12,985,176 13,468,752 13,348,218

　(2) 設備投資の状況
当連結会計年度におきましては５億6,624万円の設備投資を行いました。これら
は通常の設備更新等によるものであり、その主なものは新製品の生産設備（金型等）
であります。

　(3) 資金調達の状況
当連結会計年度におきましては、通常の運転資金以外の調達はありません。当連
結会計年度末における有利子負債残高は42億１万円となり、前連結会計年度末と比
べて３億8,367万円減少いたしました。当社グループは、財務体質の一層の健全化
を図り、自己資本の更なる充実を目指してまいります。

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月25日 15時38分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40 20110927_01）



　(4) 対処すべき課題
① 夏季の電力消費削減に向けた取り組み
　昨年の東日本大震災以来、全国で電力供給の不安定な状態が続いており、今
夏につきましても、大幅な電力供給制限が行われる可能性があります。昨年夏
の節電への取り組み等に加え、更なる電力消費削減に取り組んでまいります。
なお、電力需給逼迫による停電の発生に対し、ＩＴシステム障害の発生を避け
るため、本社構内に非常用電源装置を設置しております。

　 ② 新規需要の創造
　製品開発につきましては、Ｒ＆Ｄセンターを中心に、将来を見据えた基礎技
術と新技術の研究開発を推進し、財団法人小林理学研究所をはじめ大学研究室、
事業法人等との連携を一層密にして新たな需要を創造してまいります。

　 ③ 中国等における市場開拓の取り組み強化
　当社グループ事業の国内市場が成熟・飽和市場となりつつある中で、持続的
成長を維持するために、特に中国を中心としたアジアの新興国市場の開拓に積
極的に取り組みます。現在、中国駐在員事務所では計測器関連の修理・メンテ
ナンスなどサービス業務拡充の検討を行っており、また、他の新興国において
も環境行政、医療行政の動向を注視し、新規に事業展開する方向性を探ってま
いります。

　(5) 財産及び損益の状況
期 別

科 目

第 88 期
平成21年３月期

第 89 期
平成22年３月期

第 90 期
平成23年３月期

第 91 期
平成24年３月期
(当連結会計年度)

売 上 高(千円) 17,077,101 16,100,878 16,691,948 16,634,804

経 常 利 益(千円) 286,959 674,593 1,304,443 1,292,075

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △514,778 371,832 777,770 561,966

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) △49円18銭 35円50銭 74円25銭 53円65銭

総 資 産(千円) 22,330,471 22,031,758 22,453,082 22,453,845

純 資 産(千円) 9,668,377 9,935,268 10,553,915 11,206,460
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　(6) 重要な親会社及び子会社の状況
　 ① 親会社の状況
　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出資比率 主要な事業内容

リ オ ン 金 属 工 業 株 式 会 社 10,000千円 100％ 当社製品の製造

九 州 リ オ ン 株 式 会 社 36,000千円 100％ 当社製品の製造・販売

関 東 リ オ ン 株 式 会 社 10,000千円 100％ 当社製品の販売

リオンサービスセンター株式会社 30,000千円 100％ 当社製品のサービス

リ オ ン テ ク ノ 株 式 会 社 30,000千円 100％ 当社製品の製造

リオン計測器販売株式会社 20,000千円 100％ 当社製品の販売

東 海 リ オ ン 株 式 会 社 80,000千円 90％ 当社製品の販売

(注) リオン計測器販売株式会社は、本年３月31日をもって営業を停止し、４月に開設した当社東日
本営業所に業務を移管しております。詳細につきましては「連結注記表」の２(３)に記載して
おります。

　(7) 主要な事業内容
　当社グループは、医療機器及び環境機器の開発、製造、販売及び修理メンテナン
スを主な事業としており、各事業の主な製品は次のとおりであります。

事 業 名 主 要 製 品

医 療 機 器 事 業

[補聴器・関連機器]
耳あな型オーダーメイド補聴器、既製耳あな型補聴器、耳かけ型補聴
器、ポケット型補聴器、難聴者訓練用機器、難聴者生活用関連機器、補
聴器特性測定装置
[医用検査機器]
オージオメータ、インピーダンスオージオメータ、電子カルテ関連シス
テム、耳管機能検査装置、眼振計、聴力検査室、耳音響放射検査装置、
誘発反応検査装置

環 境 機 器 事 業

[音響・振動計測器]
騒音計、振動計、周波数分析器、記録計、地震計、音響振動計測システ
ム製品、粘度計、航空機騒音監視システム
[微粒子計測器]
気中微粒子計、液中微粒子計、微粒子計測システム製品
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　(8) 主要な営業所及び工場
　 ① 当社

本 社 工 場 東京都国分寺市東元町3-20-41

リ オ ネ ッ ト セ ン タ ー 東京都渋谷区代々木2-7-7

仙 台 営 業 所 宮城県仙台市太白区南大野田25-13

東 京 営 業 所 東京都文京区本郷2-27-8

東 海 営 業 所 愛知県名古屋市中区丸の内2-3-23

西 日 本 営 業 所 大阪府大阪市北区梅田2-5-5

(注) 平成24年４月１日付で東日本営業所(埼玉県さいたま市南区南浦和2-40-2)を開設いたしまし
た。

　 ② 子会社

リ オ ン 金 属 工 業 株 式 会 社 東京都西多摩郡瑞穂町大字箱根ヶ崎1343

九 州 リ オ ン 株 式 会 社 福岡県福岡市博多区店屋町5-22

関 東 リ オ ン 株 式 会 社 埼玉県さいたま市浦和区仲町3-11-2

リ オ ン サ ー ビ ス セ ン タ ー 株 式 会 社 東京都八王子市兵衛2-22-2

リ オ ン テ ク ノ 株 式 会 社 東京都八王子市兵衛2-22-2

リ オ ン 計 測 器 販 売 株 式 会 社 埼玉県さいたま市南区南浦和2-40-2

東 海 リ オ ン 株 式 会 社 愛知県名古屋市中区新栄町2-9

(注) リオン計測器販売株式会社は、本年３月31日をもって営業を停止し、４月に開設した当社東日
本営業所に業務を移管しております。詳細につきましては「連結注記表」の２(３)に記載して
おります。
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　(9) 従業員の状況
　 ① 企業集団の従業員の状況

事 業 名 従 業 員 数

医 療 機 器 事 業 419 ( 64）名

環 境 機 器 事 業 250（ 32）名

共 通 102（ 11）名

合 計 771（107）名

(注) 1. 従業員数は、就業人員数（グループ外から当社グループへの出向者を含み、当社グループ
からグループ外への出向者を除く）であります。

2. 従業員数の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー、再雇用及び嘱託契約の従業員を含
み、派遣社員を除く）の年間平均雇用人員数であります。

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 平 均 年 令 平均勤続年数

489名 41.3才 18.3年

(注) 従業員数は、就業人員数（社外から当社への出向者を含み、当社から社外への出向者を除く）
であります。

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,150,000千円

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 413,350千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 295,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 295,000千円

(注) 1. 上記のほか、社債として株式会社みずほ銀行引受の私募債830,000千円及び株式会社三井
住友銀行引受の私募債730,000千円の残高があります。

2. 中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日に中央三井アセット信託銀行株式会社及
び住友信託銀行株式会社と合併し、三井住友信託銀行株式会社となっております。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 32,000,000株

（2）発行済株式の総数 10,492,000株
（自己株式17,107株を含む。）

（3）株 主 数 2,685名

（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

財 団 法 人 小 林 理 学 研 究 所 3,130,700株 29.89％

リ オ ン 取 引 先 持 株 会 633,100株 6.04％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 490,000株 4.68％

リ オ ン 従 業 員 持 株 会 383,000株 3.66％

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 260,000株 2.48％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 240,500株 2.30％

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 238,200株 2.27％

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 220,000株 2.10％

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 200,000株 1.91％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 150,000株 1.43％

(注) 1. 持株比率は、自己株式17,107株を控除して計算しております。
2. 中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日に中央三井アセット信託銀行株式会社及
び住友信託銀行株式会社と合併し、三井住友信託銀行株式会社となっております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

（2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
上記以外で、当事業年度の末日に当社の使用人等が保有している新株予約権の
内容は、次のとおりであります。

発 行 決 議 日 平成22年６月25日定時株主総会決議及び平成22年７月21日
取締役会決議

新 株 予 約 権 の 数 6,120個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 612,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償

新 株 予 約 権 の 行 使 価 額 １個当たり52,100円

新株予約権の権利行使期間 平成24年７月22日から平成27年７月21日まで
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 井 上 清 恆 財団法人小林理学研究所理事
専 務 取 締 役 山 本 敏 雄
取 締 役 清 水 健 一 管理支援本部長兼グループ経営戦略室長
取 締 役 吉 川 教 治 Ｒ＆Ｄセンター長
取 締 役 山 下 充 康 財団法人小林理学研究所理事長
常 勤 監 査 役 山 根 昇
監 査 役 伊 藤 幸 雄 公認会計士（伊藤幸雄公認会計士事務所)
監 査 役 石 谷 勉 弁護士（石谷法律事務所）
(注) 1. 取締役山下充康氏は、社外取締役であります。

2. 監査役伊藤幸雄及び石谷勉の両氏は、社外監査役であります。なお、当社は両氏を東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

3. 監査役伊藤幸雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

4. 当期中の取締役及び監査役の異動
(1) 佐藤隆雄氏は、平成23年６月24日付で取締役を退任いたしました。
(2) 山本敏雄氏は、平成23年６月24日付で監査役を退任いたしました。
(3) 山本敏雄氏は、平成23年６月24日開催の第90期定時株主総会において取締役に新たに選
任され就任いたしました。

(4) 山根昇氏は、平成23年６月24日開催の第90期定時株主総会において監査役に新たに選任
され就任いたしました。

5. 当社は執行役員制度を導入しており、その陣容は次のとおりであります。
地 位 氏 名 担 当

※常務執行役員 清 水 健 一 管理支援本部長兼グループ経営戦略室長
※上席執行役員 吉 川 教 治 Ｒ＆Ｄセンター長
上席執行役員 井 川 高 義 環境機器事業部長
上席執行役員 大 内 武 彦 医療機器事業部長
上席執行役員 小 幡 潔 品質保証推進本部長
上席執行役員 田 中 実 管理支援本部副本部長

上席執行役員 葛 西 信 雄 医療機器事業部副事業部長兼リオンテクノ株式会社
代表取締役社長

上席執行役員 岩 橋 清 勝 環境機器事業部副事業部長
執 行 役 員 上 田 一 男 医療機器事業部営業部長
執 行 役 員 冨 田 正 信 リオンサービスセンター株式会社代表取締役社長
執 行 役 員 舘 野 誠 医療機器事業部開発部長
執 行 役 員 後 坊 博 九州リオン株式会社代表取締役社長
執 行 役 員 成 沢 良 幸 Ｒ＆Ｄセンター技術開発部長

※の執行役員は、取締役を兼務しております。
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額
取 締 役
(うち社外取締役)

６名
(１名)

104,850千円
(6,000千円)

監 査 役
(うち社外監査役)

４名
(２名)

25,920千円
(9,120千円)

計 10名 130,770千円

(注) 1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 上記の取締役及び監査役の支給人員には、平成23年６月24日開催の第90期定時株主総会
の終結の時をもって退任した取締役１名及び監査役１名を含んでおります。

3. 取締役の報酬の限度額は、平成10年６月26日開催の第77期定時株主総会において年額
250,000千円(使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。)と決議いただい
ております。

4. 監査役の報酬の限度額は、平成４年６月19日開催の第71期定時株主総会において年額
30,000千円と決議いただいております。

　(3) 社外役員に関する事項
社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

取 締 役 山 下 充 康
当期開催の取締役会18回のうち17回に出席し、音響分
野における深い見識に基づき経営全般にわたる発言を行
っております。

監 査 役 伊 藤 幸 雄
当期開催の取締役会18回の全てに出席し、また、当期
開催の監査役会18回の全てに出席し、主に公認会計士
としての専門的見地からの発言を行っております。

監 査 役 石 谷 勉
当期開催の取締役会18回のうち17回に出席し、また、
当期開催の監査役会18回のうち17回に出席し、主に弁
護士としての専門的見地からの発言を行っております。

(注) 1. 社外取締役の山下充康氏は、当社発行済株式の29.89％を所有する大株主である財団法人小
林理学研究所の理事長であります。財団法人小林理学研究所と当社の間には、研究委託等
の取引があります。

2. 当社は、定款第42条第２項の規定に基づき社外取締役及び社外監査役全員との間で責任限
定契約を締結しております。当該契約の概要は、会社法第423条第１項の責任について、
善意でかつ重大な過失がないときは、法令に定める金額を限度とするものであります。
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５．会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称
　 新日本有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　 ① 当社の会計監査人としての報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 24,750千円
公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 700千円

　 ② 会計監査人に当社及び子会社が支払う報酬等の合計額 25,450千円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の
報酬等の額を含めて記載しております。

　(3) 非監査業務の内容
　 東京証券取引所市場第一部指定のための書類作成に関する助言業務
　 特許ライセンス契約に基づく数量報告の検証作業

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計
監査人の監査業務の適格性及び職務の執行において、その職責を果たすうえで重要
な疑義を抱く事象が生じた場合、または会計監査人の継続監査年数、業務執行の品
質等を勘案し、会計監査人を変更することが妥当であると取締役会が判断した場合
には、監査役会の同意を得たうえで、会計監査人の解任または不再任の議案を株主
総会に上程する方針であります。
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６．業務の適正を確保するための体制
　(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、事業支援本部担当役員を法令順守に係る統括責任者とし、「法令・社
内標準等順守規定」に基づき、取締役の職務の執行が関係法令、定款、社内標
準等に適合する法令順守体制を維持・推進する。
② 「内部通報規定」に基づき、取締役の職務の執行が関係法令、定款、社内標準
等に適合する体制を維持・推進する。
③ 監査役と監査部が連携して企業理念、経営理念、行動規範、関係法令、定款
等の順守に係る社内標準に基づく職務の執行状況を定期的に監査し、取締役会
に報告するとともにレビューを行い、改善を図る。

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役会の議事録及び取締役の職務執行に係る情報、その他稟議書等の
社内文書は、「取締役会規則」及び「文書取扱規定」の定めにより適切に作成・保存
し、取締役及び監査役が確実かつ速やかに検索・閲覧可能な状態で保管・管理する。

　(3) 損失の危機の管理に関する規定その他の体制
① 当社は、社長の任命により取締役をリスク管理に係る推進責任者とし、さら
に、部門担当役員を各部門のリスク管理者とし、業務プロセス毎のリスクに対
して適正な内部統制を行う。
② リスク管理に係る「リスク管理規定」、「法令・社内標準等順守規定」、「財務
報告に係る内部統制規定」、「内部通報規定」、「経理規定」、「与信管理規定」、
「個人情報管理規定」等を含む社内標準に基づき、予測されるリスクに対して適
正な内部統制を行う。

　 ③ 不測の事態が生じた場合には、「緊急事態対策規定」に基づき対処する。

　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を月１回定時に開催するほか、
必要に応じて適宜臨時に開催して、当社の経営方針及び経営戦略等に係る重要
事項を決議する。
② 職務執行の具体策については、定期的に開催する経営会議において審議し、
取締役会の決議に資する。
③ 取締役会決議及び経営会議の審議結果のうち、全社員に周知する必要のある
事項については、各部門の部課長会を通じて周知し、「職務権限規定」に基づ
き、使用人に対して有効かつ効率的な職務の執行を指示する。
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　(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、「法令・社内標準等順守規定」及び「教育・訓練に関する規定」に基づ
き、企業理念をはじめとする法令順守に係る教育・訓練を定期的に実施し、「品質監
査規定」、「環境監査規定」及び「内部監査規定」に基づく監査を定期的に実施して、
使用人の法令順守体制の実効を図る。

(6) 当社並びに当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
① 当社は、当社の子会社における業務の適正を確保するため、当社の企業理念、
経営理念及び行動規範をすべての子会社に適用し、これらを基礎として、当社
の子会社の行動基準、諸規定等を定めるものとし、当社の子会社の経営管理は、
「関係会社管理規定」に基づいて行う。
② 当社の子会社毎に管理担当者を派遣し、各管理担当者は、当社の子会社の監
査担当役員及び監査役の指示に基づき、業務の適正化に係る体制の維持・推進
を図る。
③ 事業支援本部担当役員は、当社の子会社にかかわるグループ戦略会議を定期
的に招集・開催して、円滑な情報交換を図ることにより、当社の子会社各社の
業務の適正化を推進する。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項

　当社は、監査役から求めがあった場合、監査役の職務を補助する使用人を置くも
のとする。

　(8) 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　当社は、監査役の職務を補助する使用人の人事に関する事項の決定に際しては、
監査役の事前の同意を得るものとする。

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制
① 当社は、取締役及び使用人が監査役に報告する事項及び時期を予め定め、業
務又は事業の業績に重大な影響を及ぼす事項については、取締役及び使用人が
監査役に随時報告する体制を維持する。
② 「内部通報規定」を適切に運用することにより、法令違反等については監査役
に随時報告する体制を維持する。
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(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 当社は、「監査役会規則」に基づき、定期的に監査役会を開催し、監査の方
針、監査計画、監査の方法等については、監査役会の決議をもって策定する。
② 監査役は、監査部の監査計画、監査の方法等について協議するとともに、内
部監査報告書及び指摘事項措置報告書に対する意見交換を行うなど、密接な連
携を図る。
③ 監査役が、会計監査人及び取締役から当社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実を発見した旨の報告を受けた場合には、その事実を監査役会に報告する。
監査役会はその事実を精査する。

(11) 反社会的勢力の排除に関する体制
① 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して
断固とした態度で対応し、一切の関係を遮断すること、それらの行動を助長す
るような行為を行わないことを基本方針とする。
② 行動規範に反社会的勢力の排除について明記し、全役職員への周知徹底を図
る。
③ 「反社会的勢力の排除に関する規定」に基づき、警察等の外部専門機関と連携
して不当要求等を拒絶する体制を維持する。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 11,059,802 流 動 負 債 4,206,742
現 金 及 び 預 金 2,048,844 支 払手形及び買掛金 1,092,735
受 取手形及び売掛金 5,295,096 1年以内償還予定の社債 710,000
た な 卸 資 産 3,015,053 短 期 借 入 金 872,780
前 払 費 用 122,272 未 払 法 人 税 等 273,255
未 収 入 金 34,652 未 払 消 費 税 等 23,359
繰 延 税 金 資 産 555,532 未 払 費 用 194,189
そ の 他 47,010 賞 与 引 当 金 728,722
貸 倒 引 当 金 △58,659 製 品 保 証 引 当 金 152,970

固 定 資 産 11,394,043 返 品 調 整 引 当 金 50,662
有 形 固 定 資 産 9,126,252 そ の 他 108,067
建 物 及 び 構 築 物 2,084,408 固 定 負 債 7,040,642
機械装置及び運搬具 259,182 社 債 850,000
工 具、 器 具 及 び 備 品 510,075 長 期 借 入 金 1,759,915
土 地 6,184,531 退 職 給 付 引 当 金 2,508,817
建 設 仮 勘 定 81,083 再評価に係る繰延税金負債 1,822,872
そ の 他 6,969 そ の 他 99,037
無 形 固 定 資 産 435,412 負 債 合 計 11,247,385
ソ フ ト ウ エ ア 386,422 純 資 産 の 部
ソフトウエア仮勘定 35,221 株 主 資 本 7,805,756
そ の 他 13,768 資 本 金 1,284,976
投 資 そ の 他 の 資 産 1,832,378 資 本 剰 余 金 1,708,474
投 資 有 価 証 券 466,810 利 益 剰 余 金 4,822,400
長 期 貸 付 金 97,153 自 己 株 式 △10,094
長 期 前 払 費 用 22,674 その他の包括利益累計額 3,372,731
敷 金 及 び 保 証 金 177,040 その他有価証券評価差額金 86,847
繰 延 税 金 資 産 872,211 土 地 再 評 価 差 額 金 3,288,541
そ の 他 287,725 為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,657
貸 倒 引 当 金 △91,236 新 株 予 約 権 27,971

純 資 産 合 計 11,206,460
資 産 合 計 22,453,845 負債・純資産合計 22,453,845

(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

(単位：千円)

売 上 高 16,634,804

売 上 原 価 8,160,003

売 上 総 利 益 8,474,800

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,165,547

営 業 利 益 1,309,253

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,134

受 取 配 当 金 9,906

受 取 家 賃 28,371

雑 収 入 64,559 107,972

営 業 外 費 用

支 払 利 息 53,162

雑 支 出 71,987 125,150

経 常 利 益 1,292,075

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 522 522

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9,117

投 資 有 価 証 券 売 却 損 242

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,534

災 害 に よ る 損 失 44,573 57,467

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,235,130

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 578,958

法 人 税 等 調 整 額 94,205 673,163

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 561,966

当 期 純 利 益 561,966

(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

(単位：千円)

項目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
平成23年４月１日残高 1,284,976 1,708,474 4,448,982 △10,071 7,432,361
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △188,548 △188,548
当 期 純 利 益 561,966 561,966
自 己 株 式 の 取 得 △22 △22
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 373,417 △22 373,395
平成24年３月31日残高 1,284,976 1,708,474 4,822,400 △10,094 7,805,756

(単位：千円)

項目
その他の包括利益累計額

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

平成23年４月１日残高 82,492 3,030,089 △2,387 3,110,195
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 4,354 258,452 △270 262,536

連結会計年度中の変動額合計 4,354 258,452 △270 262,536
平成24年３月31日残高 86,847 3,288,541 △2,657 3,372,731

(単位：千円)
項目 新株予約権 純資産合計

平成23年４月１日残高 11,358 10,553,915
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △188,548
当 期 純 利 益 561,966
自 己 株 式 の 取 得 △22
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 16,612 279,149

連結会計年度中の変動額合計 16,612 652,544
平成24年３月31日残高 27,971 11,206,460
(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称 リオン金属工業㈱
九州リオン㈱
関東リオン㈱
リオンサービスセンター㈱
リオンテクノ㈱
リオン計測器販売㈱
東海リオン㈱

② 非連結子会社の数 ３社
非連結子会社の名称 ㈲アールアイ

㈱福岡補聴器センター
東京リオネット販売㈱

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益
剰余金等が連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社数 １社
持分法を適用した関連会社の名称 理音電子工業股份有限公司

　 ② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称
㈲アールアイ
㈱福岡補聴器センター
東京リオネット販売㈱

持分法を適用しない理由
持分法を適用していない会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外
しております。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　 すべての連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。
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　(4) 会計処理基準に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券
　 その他有価証券

　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法
たな卸資産 移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）によっております。
ただし、貯蔵品については最終仕入原価法によっており
ます。

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を
　除く）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備は除く）については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～50年
機械装置及び運搬具 ５～11年
工具、器具及び備品 ２～20年

無形固定資産
（リース資産を
　除く）

定額法によっております。
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額
法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

長期前払費用 定額法によっております。
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　 ③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計
年度に帰属する賞与の支払額を見積計上しております。

製品保証引当金 製品の保証期間中の費用の支出に備えるため、過去の実
績を基礎に将来発生すると見込まれる金額を計上してお
ります。

返品調整引当金 返品による損失に備えるため、過去の実績を基礎に将来
発生すると見込まれる金額を計上しております。

退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当連結会計年度末において発生していると認められる額
を計上しております。なお、会計基準変更時差異
（3,319,845千円）については、14年による按分額を費
用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（14年）による按分額を費用処理し
ております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）に
よる按分額を翌連結会計年度から費用処理しております。

　 ④ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。なお、在外持分法適用会社の資産、
負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含まれております。
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　 ⑤ 重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を行っております。
　 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金の金利

ヘッジ方針 金利の相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの
低減を目的に金利に係るデリバティブ取引を行っており
ます。
投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

　 ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効
性の判定を省略しております。

　 ⑥ 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。また、たな卸資産に係
る控除対象外消費税等は当連結会計年度の負担すべき期間費用として処理し
ており、固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用として計上し、
５期間にわたり償却しております。

2. 追加情報
(1)当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、
「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成
21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しておりま
す。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月25日 15時38分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.40 20110927_01）



(2)平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るため
の所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本
大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特
別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始
する連結会計年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、
繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、従来の
40.69％から、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりに変更してお
ります。
平成24年４月１日から平成27年３月31日まで 38.01％
平成27年４月１日以降 35.64％

この税率の変更により、当連結会計年度末における一時差異等を基礎として再
計算した結果、繰延税金資産120,217千円、再評価に係る繰延税金負債
258,452千円がそれぞれ減少し、法人税等調整額123,774千円、その他有価証
券評価差額金3,556千円及び土地再評価差額金258,452千円がそれぞれ増加し
ております。

(3)平成24年３月13日開催の当社取締役会決議により、連結子会社であるリオン計
測器販売㈱は本年３月31日をもって営業を停止し、４月に開設した当社東日本
営業所（埼玉県さいたま市南区南浦和2-40-2）に業務を移管しております。な
お、同社は５月10日付で解散決議を行い、現在清算手続中であります。
リオン計測器販売㈱の概要
所在地 埼玉県さいたま市南区南浦和2-40-2
設立年月日 平成18年５月31日
資本金 ２千万円
株主構成 リオン㈱ 100％
事業の内容 音響・振動計測器、微粒子計測器及びその関連製品の販売

― 24 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月25日 15時38分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.40 20110927_01）



3. 連結貸借対照表に関する注記
(1) たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。
　 製 品 1,239,507千円
　 仕 掛 品 630,568千円
　 原材料及び貯蔵品 1,144,977千円

　(2) 担保資産及び担保付債務
　 担保に供している資産は以下のとおりであります。

建 物 1,011,840千円
土 地 4,583,331千円
合 計 5,595,171千円

上記資産に対し、取引銀行に係る根抵当権（極度額200,000千円）が設定され
ておりますが、担保付債務はありません。

　(3) 有形固定資産の減価償却累計額 10,461,629千円
　(4) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の
再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負
債の部及び土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　 再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）
第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出しておりま
す。

　再評価を行った年月日 平成13年３月31日
　(5) 連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたも
のとして処理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、以下の連結会計年
度末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

受 取 手 形 170,179千円
支 払 手 形 1,773千円
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4. 連結損益計算書に関する注記
(1) 返品調整引当金

　 売上原価には以下の金額が含まれております。
返品調整引当金戻入 △46,793千円
返品調整引当金繰入 50,662千円
合 計 3,868千円

　(2) 災害による損失は、平成23年３月に発生した東日本大震災による損失を計上し
ており、その内容は以下のとおりであります。

固定資産修繕費用 1,254千円
取引先等に対する見舞金 1,450千円
被災者に対する自社製品の無償提供等 27,231千円
災害義援金 12,451千円
その他 2,186千円
合 計 44,573千円
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5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
（株）

増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

普通株式 10,492,000 ― ― 10,492,000

(2) 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
(株)

増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

普通株式 17,063 44 ― 17,107

(3) 配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配 当 金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成23年
６月24日
定時株主総会

普通株式 188,548 18 平成23年
３月31日

平成23年
６月27日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決 議 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金
の総額
(千円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年
６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 209,497 20 平成24年
３月31日

平成24年
６月27日

6. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、また、資
金調達については銀行等金融機関からの借入及び社債発行によっております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク
低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式
については四半期ごとに時価の把握を行っております。
借入金の使途は主として運転資金であり、金利変動リスクに対しては金利スワ
ップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティ
ブはデリバティブ取引規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には
含めておりません。

連結貸借対照表
計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 現金及び預金 2,048,844 2,048,844 ―

② 受取手形及び売掛金 5,295,096 5,295,096 ―

③ 投資有価証券
　 その他有価証券 386,241 386,241 ―

資産計 7,730,182 7,730,182 ―

④ 支払手形及び買掛金 1,092,735 1,092,735 ―

⑤ 社債（１年以内償還予定
の社債を含む） 1,560,000 1,569,987 9,987

⑥ 長期借入金（１年以内返
済予定の長期借入金を含
む）

2,632,695 2,645,613 12,918

負債計 5,285,430 5,308,336 22,906

⑦ デリバティブ取引 ― ― ―

（注）1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

③ 投資有価証券
株式の時価については、取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑤ 社債（１年以内償還予定の社債を含む）
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加
味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑥ 長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。金利スワップの特例処理の対
象とされている長期借入金は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額
を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

⑦ デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上
記⑥参照）。
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2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
(千円)

非上場株式 65,987

投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資 14,581

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③
投資有価証券」には含めておりません。

7. １株当たり情報に関する注記
　(1) １株当たり純資産額 1,067円17銭
　(2) １株当たり当期純利益 53円65銭

8. 重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 9,206,240 流 動 負 債 3,821,432
現 金 及 び 預 金 1,032,924 買 掛 金 1,081,559
受 取 手 形 1,545,567 1年内償還予定の社債 710,000
売 掛 金 3,404,213 1年内返済予定の長期借入金 872,780
た な 卸 資 産 2,701,579 未 払 金 49,492
前 渡 金 31,126 未 払 費 用 141,814
前 払 費 用 87,205 未 払 法 人 税 等 165,054
未 収 入 金 33,460 前 受 金 1,670
繰 延 税 金 資 産 416,676 預 り 金 31,077
そ の 他 7,342 賞 与 引 当 金 565,843
貸 倒 引 当 金 △53,856 製 品 保 証 引 当 金 152,970

固 定 資 産 11,276,047 返 品 調 整 引 当 金 47,271
有 形 固 定 資 産 8,947,227 そ の 他 1,897
建 物 1,975,882 固 定 負 債 6,910,470
構 築 物 27,775 社 債 850,000
機 械 及 び 装 置 249,937 長 期 借 入 金 1,759,915
工 具、 器 具 及 び 備 品 446,461 再評価に係る繰延税金負債 1,822,872
土 地 6,166,085 退 職 給 付 引 当 金 2,393,239
建 設 仮 勘 定 81,083 長 期 預 り 保 証 金 23,483

無 形 固 定 資 産 422,284 そ の 他 60,960
特 許 権 359 負 債 合 計 10,731,903
商 標 権 1,030 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ エ ア 384,442 株 主 資 本 6,347,010
ソフトウエア仮勘定 35,221 資 本 金 1,284,976
そ の 他 1,229 資 本 剰 余 金 1,708,474

投 資 そ の 他 の 資 産 1,906,536 資 本 準 備 金 1,708,474
投 資 有 価 証 券 422,417 利 益 剰 余 金 3,363,654
関 係 会 社 株 式 191,597 利 益 準 備 金 162,400
関 係会社長期貸付金 476,662 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,201,254
長 期 前 払 費 用 20,262 別 途 積 立 金 2,480,000
敷 金 及 び 保 証 金 76,240 圧 縮 記 帳 積 立 金 107,564
保 険 積 立 金 211,132 繰 越 利 益 剰 余 金 613,689
繰 延 税 金 資 産 829,093 自 己 株 式 △10,094
そ の 他 52,700 評価・換算差額等 3,375,403
貸 倒 引 当 金 △373,569 その他有価証券評価差額金 86,861

土 地 再 評 価 差 額 金 3,288,541
新 株 予 約 権 27,971
純 資 産 合 計 9,750,384

資 産 合 計 20,482,288 負債・純資産合計 20,482,288
(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 30 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月25日 15時38分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.40 20110927_01）



損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

(単位：千円)
売 上 高 13,348,218
売 上 原 価 7,194,405
売 上 総 利 益 6,153,812

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,357,284
営 業 利 益 796,527

営 業 外 収 益
受 取 利 息 10,971
受 取 配 当 金 101,395
受 取 家 賃 73,494
雑 収 入 70,209 256,071
営 業 外 費 用
支 払 利 息 31,292
社 債 利 息 21,794
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 27,643
雑 支 出 47,157 127,887
経 常 利 益 924,711

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 5,853
投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,534
災 害 に よ る 損 失 43,455 52,843
税 引 前 当 期 純 利 益 871,867
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 391,138
法 人 税 等 調 整 額 91,145 482,283
当 期 純 利 益 389,583

(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

(単位：千円)

項目
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
平成23年４月１日残高 1,284,976 1,708,474 1,708,474
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
別途積立金積立額
圧縮記帳積立金取崩額
実効税率変更による圧縮記帳積立金の増加
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ―
平成24年３月31日残高 1,284,976 1,708,474 1,708,474

(単位：千円)

項目

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 圧縮記帳
積立金

繰越利益
剰余金

平成23年４月１日残高 162,400 2,280,000 103,570 616,649 3,162,619
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △188,548 △188,548
当 期 純 利 益 389,583 389,583
別途積立金積立額 200,000 △200,000 ―
圧縮記帳積立金取崩額 △4,003 4,003 ―
実効税率変更による圧縮記帳積立金の増加 7,997 △7,997 ―
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― 200,000 3,994 △2,959 201,034
平成24年３月31日残高 162,400 2,480,000 107,564 613,689 3,363,654
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(単位：千円)

項目
株 主 資 本

自己株式 株主資本合計
平成23年４月１日残高 △10,071 6,145,997
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △188,548
当 期 純 利 益 389,583
別途積立金積立額 ―
圧縮記帳積立金取崩額 ―
実効税率変更による圧縮記帳積立金の増加 ―
自 己 株 式 の 取 得 △22 △22
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 △22 201,012
平成24年３月31日残高 △10,094 6,347,010

(単位：千円)

項目
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成23年４月１日残高 82,544 3,030,089 3,112,634 11,358 9,269,990
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △188,548
当 期 純 利 益 389,583
別途積立金積立額 ―
圧縮記帳積立金取崩額 ―
実効税率変更による圧縮記帳積立金の増加 ―
自 己 株 式 の 取 得 △22
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 4,316 258,452 262,769 16,612 279,381

事業年度中の変動額合計 4,316 258,452 262,769 16,612 480,393
平成24年３月31日残高 86,861 3,288,541 3,375,403 27,971 9,750,384
(注) 表示金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法
　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっ
ております。
ただし、貯蔵品については最終仕入原価法によっております。

　(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を
　除く）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備は除く）については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～50年
機械装置及び運搬具 ５～11年
工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産
（リース資産を
　除く）

定額法によっております。
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額
法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

④ 長期前払費用 定額法によっております。

― 34 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月25日 15時38分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.40 20110927_01）



　(4) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度
に帰属する賞与の支払額を見積計上しております。

③ 製品保証引当金 製品の保証期間中の費用の支出に備えるため、過去の実
績を基礎に将来発生すると見込まれる金額を計上してお
ります。

④ 返品調整引当金 返品による損失に備えるため、過去の実績を基礎に将来
発生すると見込まれる金額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計上
しております。なお、会計基準変更時差異（3,220,633
千円）については、14年による按分額を費用処理してお
ります。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（14年）による按分額を費用処理し
ております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による
按分額を翌事業年度から費用処理しております。

　(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

　(6) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を行っております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金の金利

③ ヘッジ方針 金利の相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの
低減を目的に金利に係るデリバティブ取引を行っており
ます。
投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。
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④ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効
性の判定を省略しております。

　(7) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。また、たな卸資産に係る
控除対象外消費税等は当事業年度の負担すべき期間費用として処理しており、
固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用として計上し、５期間にわ
たり償却しております。
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2. 追加情報
(1)当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会
計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21
年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しておりま
す。

(2)平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るため
の所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本
大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特
別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始
する事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、従来の40.69％
から、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりに変更しております。
平成24年４月１日から平成27年３月31日まで 38.01％
平成27年４月１日以降 35.64％

この税率の変更により、当事業年度末における一時差異等を基礎として再計算
した結果、繰延税金資産105,847千円、再評価に係る繰延税金負債258,452千
円がそれぞれ減少し、法人税等調整額109,404千円、その他有価証券評価差額
金3,556千円及び土地再評価差額金258,452千円がそれぞれ増加しております。
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3. 貸借対照表に関する注記
　(1) たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

製 品 1,085,963千円
仕 掛 品 610,694千円
原材料及び貯蔵品 1,004,921千円

　(2) 担保資産及び担保付債務
　 担保に供している資産は以下のとおりであります。

建 物 1,011,840千円
土 地 4,583,331千円
合 計 5,595,171千円

上記資産に対し、取引銀行に係る根抵当権（極度額200,000千円）が設定され
ておりますが、担保付債務はありません。

　(3) 有形固定資産の減価償却累計額 9,993,306千円
　(4) 関係会社に対する金銭債権及び債務

関係会社に対する金銭債権 2,317,851千円
関係会社に対する金銭債務 171,079千円

　(5) 土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の
再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負
債の部及び土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　 再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）
第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出しておりま
す。

　再評価を行った年月日 平成13年３月31日
　(6) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処
理しております。
なお、当期末日が金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形を満期
日に決済が行われたものとして処理しております。
受 取 手 形 118,951千円
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4. 損益計算書に関する注記
(1) 返品調整引当金

　 売上原価には以下の金額が含まれております。
返品調整引当金戻入 △43,931千円
返品調整引当金繰入 47,271千円
合 計 3,340千円

(2) 関係会社との取引高
売 上 高 4,045,797千円
仕 入 高 1,457,550千円
販売費及び一般管理費 59,552千円
営業取引以外の取引 95,331千円

(3) 災害による損失は、平成23年３月に発生した東日本大震災による損失を計上し
ており、その内容は以下のとおりであります。
固定資産修繕費用 1,070千円
取引先等に対する見舞金 1,400千円
被災者に対する自社製品の無償提供等 27,231千円
災害義援金 12,442千円
その他 1,311千円
合 計 43,455千円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
(株)

増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

普通株式 17,063 44 ― 17,107
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6. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

繰延税金資産
　賞与引当金 215,077千円
　退職給付引当金 888,653千円
　未払役員退職慰労金 21,952千円
　製品保証引当金 58,144千円
　返品調整引当金 17,967千円
　たな卸資産評価損 74,415千円
　その他 332,435千円
　評価性引当額 △277,161千円
繰延税金資産合計 1,331,483千円

繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △25,100千円
　圧縮記帳積立金 △60,310千円
　その他 △303千円
繰延税金負債合計 △85,714千円
繰延税金資産の純額 1,245,769千円
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7. リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引

　（借主側）
　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

工具、器具及び備品 合計
取得価額相当額 25,194千円 25,194千円
減価償却累計額
相当額 14,066千円 14,066千円
期末残高相当額 11,127千円 11,127千円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額
１ 年 内 2,519千円
１ 年 超 8,607千円
合 計 11,127千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　(3) 支払リース料等
　支払リース料（減価償却費相当額） 5,187千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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8. 関連当事者との取引に関する注記
　 子会社等

属
性 名称

議決権 関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

子
　
会
　
社

九州リオン㈱ 直接
100 ― 兼任

１人
当社製品の
製造販売

製品の
販売 1,121,137

受取手形
及び
売掛金

568,954

関東リオン㈱ 直接
100 ― 兼任

１人
当社製品の
販売

製品の
販売 730,680 売掛金 321,917

リオン計測器
販売㈱

直接
100 ─ 兼任

１人
当社製品の
販売

製品の
販売 423,834 売掛金 278,030

東海リオン㈱ 直接
90 ― 兼任

１人
当社製品の
販売

資金の
貸付 - 長期

貸付金 340,000

　(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針
　 ・製品の取引価格については、一般的な市場価格を勘案し決定しております。
　 ・資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。
　2. 東海リオン㈱に対する長期貸付金については、当事業年度において11,698千円の貸倒引
　当金繰入額を計上し、当事業年度末に288,238千円の貸倒引当金を計上しております。

9. １株当たり情報に関する注記
　(1) １株当たり純資産額 928円16銭
　(2) １株当たり当期純利益 37円19銭

10. 重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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　連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成24年５月21日

リ オ ン 株 式 会 社

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 佐 藤 森 夫 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 植 村 文 雄 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 佐 藤 武 男 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、リオン株式会社の平成
23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、リオン株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成24年５月21日

リ オ ン 株 式 会 社

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 佐 藤 森 夫 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 植 村 文 雄 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員　公認会計士 佐 藤 武 男 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、リオン株式会社
の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第91期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第91期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審
議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議
に出席し、会社の状況の把握と重要案件の審議経過を聴取するほか、取締役及
び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務
の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及
び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について適宜報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に赴きその事業及び財産の状況を調
査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその
附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

　 平成24年５月23日
リオン株式会社 監査役会
常勤監査役 山 根 昇 ㊞
監 査 役 伊 藤 幸 雄 ㊞
監 査 役 石 谷 勉 ㊞

(注) 監査役伊藤幸雄及び監査役石谷 勉は、会社法第２条第16号及び第335条
第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　 第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策のひとつと認識しており、
経営基盤強化のために内部留保の充実を図りながら、継続的な配当維持と業績
に応じた配当水準の向上に努めることを基本方針としております。
　このような基本方針に基づき、当事業年度の業績傾向及び今後の事業環境を
考慮し、以下のとおり期末配当及びその他の剰余金の処分をさせていただきた
いと存じます。
　なお、期末配当につきましては、平成23年12月26日に東京証券取引所より
市場第一部銘柄に指定されたことに伴う記念配当２円を含んでおります。
１．期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその額

当社普通株式１株につき金20円
（うち、普通配当18円・東証一部指定記念配当２円）
　配当総額 209,497,860円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
平成24年６月27日

２．剰余金処分に関する事項
（１）増加する剰余金の項目及びその額
　別途積立金 200,000,000円

（２）減少する剰余金の項目及びその額
　繰越利益剰余金 200,000,000円
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　 第２号議案 監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって監査役石谷勉氏が任期満了となります。つきまして
は、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び当社における地位
並びに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

いし たに つとむ

石 谷 勉

(昭和29年11月28日生)

昭和53年10月 司法試験合格

2,900株
昭和56年４月 第一東京弁護士会登録
平成元年４月 石谷法律事務所開設
平成16年６月 当社監査役

現在に至る
(注) 1. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2. 石谷勉氏は、社外監査役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに
基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

3. 石谷勉氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士として幅広い分野において高い見識を
有しておられ、法律的見地から監査機能を発揮していただくことを期待するためでありま
す。

4. 石谷勉氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
5. 当社は、定款第42条第２項の規定に基づき石谷勉氏との間で責任限定契約を締結しており
ます。当該契約の概要は、会社法第423条第１項の責任について、善意でかつ重大な過失
がないときは、法令に定める金額を限度とするものであります。

以 上
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株主総会会場

〈ご案内地図〉
東京都国分寺市東元町三丁目20番41号
リオン株式会社 本社（大会議室)

　 ●JR国分寺駅南口から徒歩７分、バス３分「泉町一丁目」下車
　 ●JR西国分寺駅から徒歩15分
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